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 地方自治法第１９９条第４項の規定により監査を実施したので、同条第９項の規定 

により、監査の結果を次のとおり公表する。 
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令和４年度定期監査（各課）結果報告書 

 

１ 監査の対象等 

 

２ 監査の方法    

予算及び事業の執行状況、備品及び郵券等の管理状況、事業の実施における課題

（問題点）等について、各課の監査を行った。 

 

３ 監査の結果 

  ⑴ 予算及び事業の執行状況について 

各課ごとに事業等の抽出調査をしたところ、適正に予算及び事業の執行をさ

れていた。 

実施日 対象 実施場所 

１０月２０日（木） 市民課 

東温市役所５階 

監査委員事務局 

１０月２６日（水） 

危機管理課 

財政課 

社会福祉課 

長寿介護課 

農林振興課 

農業委員会 

上下水道課 

１０月２８日（金） 

環境保全課 

建設課 

学校教育課 

学校給食センター 

議会事務局 



 

⑵ 備品及び郵券等の管理状況について 

各課ごとに備品の抽出調査をしたところ、一部の課において、備品シールが

付されていない備品があったので、東温市財務規則に則り適切に処理をしてい

ただきたい。業務上、備品シールを付すことが不適切な場合は、適切な備品管

理が行えるよう代替手段を検討していただきたい。 

郵券等を所持している課について、郵券等の受払簿と在庫数を調査したとこ

ろ、適正に管理されていた。 

 

⑶ 事業の実施における課題（問題点）について 

各課のヒアリングを実施したところ、以下の個別具体的な課題（問題点）及

び現在検討されている対応策について確認したので、引き続き、事業等が円滑

に実施できるように努めていただきたい。  

 

   市民課 

    マイナンバーカードの交付率は全国平均を上回っているが、出張申請サービ

スなど細やかな取組を実施して交付率向上に努めていきたい。 

 

   危機管理課 

    南海トラフ巨大地震に備えるため、自主防災組織や市が保有する資機材の動

作確認等の点検を行う流れを構築していきたい。 

 

   財政課 

    本市発足以来、歳入不足を市債の借入と財政調整基金の取崩で補いながらの

財政運営が続いており、歳入に見合った財政規模への縮小、改善に取り組んで

いるが、ウイズコロナへの対応で、今後さらに厳しい財政運営が予想されるた

め、抜本的な歳出削減策を検討していきたい。 

 

   社会福祉課課 

    要支援者の個別避難計画の策定等を推進するため、昨年、下林区で実施した

モデル事業の成果等を検証し、今後の個別避難計画の策定率向上等に繋げてい

きたい。 

 

   長寿介護課 

    令和５年度に開催予定の全国健康福祉祭の開催準備のため、先催県への視察

を行うなど、入念な準備を進めていきたい。 

    

農林振興課 

    農家の高齢化や農家数の減少が進行する中、次世代の農業を支援するため、



「次世代人材投資事業」や「担い手農業者機械導入支援事業」などの事業を活

用し、より効果的な支援をしていきたい。 

 

上下水道課 

    悪質滞納者が増加傾向になっているため、給水停止を実施するなど、未納の

発生の抑制と実効性のある滞納整理に取り組む。また、債権管理との連携によ

り徴収事務の効率化を図り、収納率向上に努めていきたい。 

 

環境保全課 

    不法投棄が後を絶たない状態であり、対応に苦慮している。独自に調査する

が投棄者が確定できないものがほとんどである。なお、悪質な事案については

警察と連携し対応していきたい。 

 

建設課 

    経年劣化による橋梁及び道路施設等の老朽化が進んでおり、法改正による橋

梁・トンネルの５年に一度の点検義務化や舗装、道路施設等の修繕、改築、更

新費用の増加が想定されることから、今以上に一般財源の縮減は困難になると

思われる。実施計画や総合戦略に基づき、主要な事業に重点をおき、着実に事

業を推進していきたい。 

 

学校教育課 

    小中学校教員の放課後の授業準備や教材研究等に時間を費やす傾向があり、

加えて、中学校教員においては、放課後及び休日の部活指導等により長時間労

働となっているため、教育環境の整備等を図ることにより働き方改革を進めて

いきたい。 

 

 

   


